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K・C・〈ー／ダ↑i話：

；「インド（こ，JJ・ける産廷のiJ立右ftJ;
K. ( Bhand:iri，入＂utim1,1! 1sati，川’ゲ／山！ust,fり山
India; i)odri11aire ildhcr,’llff !<1父lundant,Calcu 
tta，札cademicPu］』lisher六 1%2今 22lp

1 ;, l はl:117>fーに1''1.冶的j<lt起をi主主すど？勺 モノ）主主t々

的:it白しを克服す”るため， Hな的国民経済主主役へのi会をか
1はL.＿，，た， 一れ主 lの：L＇こ才 ）.＇←る5

も’そのようた努力の現われである

［トJF ぷ議担J'.D ：、J{'.fは，~業I'll では，！f1,l也1.:'z ，＇！＇•.なと主 h＇！.~

＇！ とともに， ｜菜1(1iぺl土， 1!:接，li'Yf資 1之1;投 i、： 亡担1、－

.L業附96に乗りだし たt これは凶I)倒的な↓とである J { 

評

！、 t主‘ ＇f：牛産の，＇.；.：，速な jJj；大のと.i；／であり，その背景には，
民間資本の意識的な生産サボ，外国資本からの圧力，イン

ド人指：q層のか／J.り＇.HI］がj・/7;；ぇ方があったと思われる。

生産の拡大が斗温iの課題であり，政府が独自のカでそれ

をなしえないときに，なんらかの妥協が必要とぷれた。

ぞの妥協i土，・］：とし仁、民11¥l資本山協力をちる竺とにあ

りたのかくて，恭礎産業の全面的国有化の線から，固有

wの10午後留阪へ， 3らに［LI釘化合汚1意1ど〉よ；j；士， PI 
の日艮られた資金を他の企業の新設へ，その「新設」も，

J •'.r詞｛i::Y；が投資したがらぬか、事；Ifでき t:n、よりな翻訳＂J

に，さらに，悶有化ナるよりは同じ効果を民間企業に対

rる絞；［；ljと規；［rJで達Lうるとし、う芳ぇ方、民間企業，，
の峰山を，という一連の論現におきかえられていった。

i小18lj'.!:1,JIJの'i'tこは， 上述の論理が種々のJ.li1揺をもっと

泌在しており， 1956年声明ではさらに後退して，国有化

Ill守＇l¥if1＇.条J}'ij. t）税治してL、るつ

｜日tf化は，謀本的lては，絶対的私的所有制に対するま

づこうふミら♂千ヤレンジでわる。それゆえ，私的所有制

今1,1,礎しする日本主i'ir-！：会においてほ，できるだけ国有

化d避け，それに代わる企業の新此規制などがlli［ばれ

プ》Jifl111 1.あ，？こし，川実の｛ンドの経済政策のw凋も大

リー：・.vu台1：；おL lプも， 1i 1家がノ二シ＇ j-{ f士と

て経済開発を寸すめるというブ。ランが， lh!L（会議派方、九

; ' IペドlH'I.＇か「人ま Jニインドi攻／｝＇f!HjI;,,, C－＂え1,

川されたが，し、・bitも尖胞をみなか， Jたのまfニ粍済に［JJ

－；：がグ｜、人すそ＇ I し、 ：も， 川、ぜL公益；栄位Ii_'，こと 1
支っていた。であるかじ，川家が臼ら資卒；を投｜、’してお!i:- 体これに符f干している010年問保規定をめぐる論争には，

i、さiこ！れか伝子］がjにmわれてい／こ
｜業＇l・:11「にO!＇.＇だし、か~ i11JII寺にてi1.を コと！にし

し、に全！五氏静白i舟のjlj:
：と j;[lj度！←｜てrr:,: Lt: とはprljl調［JCJfれこと あ〆J /: レt司5の ii[,句を芝j寺す／~学者i/) 1入てある》本書；土，以i

－ 
J., L、わねばなt』ない この制度は二つの部ドljをi噴Lて機 のような視1干1からばかりでなく， 「インドにおける産業

民す心。一~·ii公jじ郎門で，（；，り，仕d，：口 If相官 Jにth 山i司令！とjのuu題を｛＼正証tiから把えたイニド入による:JI
？；？に数少なL、文献の一つであり，また，上のタイトルに

で政午、，・，統制・凱l!J:JヤあZι
iか方。わらず，著者が a番｝；！＼を入：／Lて書いている国有企

独立悦インド政府がうちだした十一つのff1*I政’長戸iり！の
アiち，］'148司＇.：！ l声明し公JJ羽WIを制度 lして役立し， 業の連悦Uriに興味をもたれぞ〉読者にとっても示峻に富ん

1956{1＇・メゆ1は，その公共部門の範闘を鉱大したo l(IBJ郎 に文献といえる。

"Hこをijるm:111措i「，－'cJHlfじLt i＇のに (19;>1当に「、 著ニI；山古＼J寺lfThe Ho！正，of Foreign Caj>ital in lndiw I 

fl）にだ主J1：そのiを変更をみた）工業件j発mm
：，ド，JI支ど｝て1111:. L f忌：1七告1;1川lがJijj.白ヲh’：1::1をみつ〉のは：， 節空／）：1:J・ ：，.、る（Pl入 67～ゎ9）。
カi[')j-@JO）実tJuiを通じとである。 なおかれは，本書出版当時，マデ、イア・プラデ、シの州、｜

そ二、 1けい年戸，11:1をご（（1111にみζとき， Lサfff仁政策i.! ：；：大＇t斤長川地位にあった、以前にi土同川のグァリオー
叫んかに国民会i議派が独立巡動過程で標傍してきた線か ／レにあるマハラニ・ラクシュミパイ大学商学部教授兼学

'Jのi;;:,Jが／，、ドれλ.1931 （；のカ Yチ会長決議、 19:k,q i首長土作｛壬［こし、る｝持者が，「国イff七J(Nationali日ation¥

の同家，ii'副委以会報告では，共通に重要不可欠の産業の という用語を用いる際に，特殊な定義を与えている点に

[i;J有｛｜二とう乙 てU 、•：， 0 三Adこtj~ 194S；！戸i珂；t既干ll・-'. ;1：；立企突す九著計は，国有化措；なそのイvじりだけげなく，

問企業の固有イヒカ主lーをff,（貝lj），してとってk、ない lfiにずi i司有化した工業あるいはサービス部門，さらに、公共部

Fの山崎産主♂l医lff化を111・:1後に行感←：匂可能！？を矛l i勺の七ょに企業を新l止すろこともためてヤるのぐある。

ナヤ7，止すさ、れい。竺の後退をもたらしfて最大のをメン 同有企業そのものと収用持賢そのものとが，明確に区別
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Ⅱ

1964080100.TIF

件 二二三二ご

世｛〉れないな主｜ぃj時に｛tわれーているさ「パ、がなv、ではた
い。官告のht，いは，問問そのものが示す上うに，開千「

イ·~ ＇，すれ Ii'I / :Ii）欠両；川大部分f,:< Irろう，む＇i'r、？？の
flj必己主まもらノJi... ＼う， というようた「：t;r1;,;J，また， iヲ：！手f

化をまったく許浴しでかかる議論を燃して，インドの明

日、勺九要にFi「jLて悶H打、，，：とはいかにふるべきトの後手f

1~ l':~1ミを行fころ三とに私 r yたE思わ，！｝ろ。

rr 

ぷif章のl士LTJ ； きで，~｝ i.~·は，！1.11当 ｛ I:';の悦念IJi，主から

はじめ，それを他の諸概念と対比「るごとに上作てその

?i'f川fピを：式Ji. , . ？持者方•i1.(/ J化のメ 1)・／トとし・.・,t, :fて

;: ，＇）は， t；↑、 Ji脅llヲ斗：！日三所:fn乙：ij ／，；する、 ィ、ト＼J衡発
)jむ，小数；庁、。）＇（ fの集中たlln.jlL ltll ()Jr引の玉＇，5[1.f.仁川分

モllt'.,;1＇＿する J ある ！： ¥ ・・1。まt'.r i ,.!ffH~iJ 』；； <i'Ji(Z

J.r : 社会f乙I「＇I.会LiγI：，凶す二日、i誌はハザノス

ト問で行なわれお！）二Lづ円主！Ji＇.：千ffl:ti: tf f: H念日t<]
1,I iると＇・＇・・＇ ・1.Lc＇，、 n,1＿代のrrt u主11司ill「・・：＼：とに

出5l~>'.1 t，耳1：イユド会社の役作1]Fトム，イ L ド独立j去の

l ロ!'ifri'fの~管業政策宵11)1 に明る経済政策の変化を慨観し，

れ済政策川中に，同rr化を位置／；けようとLている。
独立青fyに問民会議派お上びインド政庁か人だ3れた諸

政策がたんにペーパー・プランにすぎなかったのに対し，

今や，外部の妨げたしに独自の発恨の途をBllびうること

に政治的；＇日立の芳美ヰ見いだす。その発震の j全i土，社会

主義の途を進むか，ぞれ去も民間企業がまゥた＜ i!J!J限を

ご）げぬ行本寸義的発Rの途を歩むのか，どT:>「》にせ土危

険がある！？し，実罰，｛！＼；雇用のインドの現況下で，上の

いずれかを採用しさえすれば改宇野会れるという上うな理

店！を排燃する。要すろに，同家は，とれまいc,trげやらわJ

きた戸［＇； /'i＇：，：仁王易をう iF受け， J¥::lln企業l士，その活動（て

不必要な阻害をうけぬようにしなければならぬという。

竺してFi-fT企業と民間企業の関係にちょろ，l:'「平和（1']

）イ｛Jれパ！ゐがその士主効果的に適用できる壬いう。

Jfl4日午のF従業政策声明の慨要を説明Lた後，同7有明へ

の批判LLて取り［げたものi士、十わゆる「10午干留保氏｝

い，いつ P ・., Iくtc!H.'1「〉れう字〉川う。 ',i Iでお，？のとのI［！止を， rn::i:日資本へのi'tiQJ，投'C'i
fれ21;,,:. r司 Ii 企業の粍i丸と Jillナるご C'Jだは，？~Jt:';'I, 立W，を妨げる「符想、的l規定だと L,1956年の戸明では
l"lとl'Ji¥J部I＇.）ち所，先 iJ'i(J〕比較倹tfオII的と lている。 てれがWt食 lた点をffl ！京的iこ ~'I'侃 L ている。立た， 1948

.・ ・, 11:.ilrえのI'. , t~邸ヨ， I：「〉九が二 l、乞く干J－会；： r，，..，拘u；~ "il干f弓］が’＇！＇.＇1uiの段階でくいちがL、青みせてく乙原因c:L 
もた「汁→かということだが，そのため， Jii(}lj)J，間企;i，；〔 で，中央・州政府間の調整の欠如I，開発優先順位の不明，

. yr九九担併IJ 1:'.鋭ど｝り）， J.':iミとヲ別品円七.¥ti!,；）＇；約百1、I] ？？源；！日可の次官n,［司有企業に配住まずぺき技術者の不足な

＼子t'M水，＇i·~ E率等r•J. ，＇，からよ：！｝子jLの杉.， f:d?i仁 月をあげ·c•， 、る（て h じは，すでに C. N. Vakil力士，

い，賛否両論を紹介しているが， if.If論をr;r.，己に／Hナこと Economic Consequences of Divided India, 1950, pp. 

itt内失てい大 374～378で指摘していたところである〉。

日常に打、 C, ［司示、：L:Jn・、しf1:{J';'i＞＇.主に主！？一三特色 「江主ずバゾ：／1の河合1ヒ：士，同じfli'!'Jが適切な規制措置に

な’学者，政治家たち30人の賀否両論を幻介しているc よってい，，m奇に来たしうる以上，あと回しに考えるべき
「政府の経;'Jヰへの介入ば，社会の進取にとって危険であ であるjという第1次5カ年計閣を引用し，大作その線

けとした，・ . >-¥' lレゴ）引f,:Jに始まり R ベンタム，ケイ 小支持！といる。仁＇%！ HI発規制iJ，の規治！JiこっL、て，それ
シズ，ピグ·~， 7 ｝レクスかじ， V • K ・ Iミ.V.フオ日 w広範な況制力を政府に与える必要があったか，権限の
よる銀行問1'r化ti吉宗にb：るまで紹介したiミ，者lH.t,'i': 1rHiのft)JtJ~問題だとしている。第 2 次 5 カ司＂·計商で，

,1 iliJicrnl有iじ！二，わカ：111しj

でl土ない，と」、う。しかし，悶千f化』：［りI己の＇U,r,ノk司i：：昼 ::!lJJ61になったと1についてlt, J（間資本，およびその

引き上げ，わが！'fil経i斉の不均衡を；.i'.:1EL，すみやかにim :(11JJJ：が相対的に不足している以上，公共部門に上り広い

；［，、！鳴栄をしJソノすこと ／1;I) iらかにん Fたカ：（.i I，結i命i ；，口頭Ji範目llぷ与えらむらのは当？，＼！＂土してu、お。

的にそれをiif，；住jペき℃ゐ心とする。 -;(; 6 ｝~Clよ，国有企来を，（1）公社，（2）政界f会比（3）省討

前 41台は，~；，；外凶の II1ff化1:rVi＇.ないし，政府の経済介 事業に分到し，それらの成立，運営，成果，それに対す

人の寸唱を4ιfル ープ。にわけ、それ竺，／ I合担史観Lコ、るコ ;:, tlt'J1] tkどを街潔iこ｝!itJし，三れらをまた別の経済tl:t.;

~.＇，.！， ;j，イ：／： i，独自のj斗主切り[J＇、上、～いく LかJ工い3 i；び能3判'I:の点からねHしなおして，全ft，としてこれ人

他悶での国j:f化の成功・不成功の例に幻惑されたり失支 が同有企業では十分に達成されていないとする。

L につしてはたらないとしζいる。 ~'i~t/;t益の fll!Jや，：上 J二査定委員会からも， rm有企業に

98 



xt ！とし、人，， ,7)JH：＇！＇リlt あおが， li~j'f企誌の迎汁の成功・

ノ1切りIJ[t,j1!Vl忘れ汗，J佼；おの中心的l!¥JJ,1£iであるのたソp(,,

その経済性土古伝子：を｛／jめどa上うjj:r,引1:1・1干するll京探聞を

泣け弓ぺきて：払＜） とL，そのような機関の＂定之を fl力；！日，

fてケリシ ）・ . ） ノン ~n2cの報£lr を支j'; し亡いる。

第7中：；土， ik ！日企業の辺・？；F日の検討である。［Tl{T部門

がl¥"i力wJ・Jt1;1、それだけ，［＋1の人的物fド1fHL1'L大きくなる。

そこで， l'I’日企業の夫際 I・の連打を，作［か午、，JJJIJのt，宅WHこ

委託「るhit、が乃夫ーじれる。現在，；.i:m:1刊の段階である
か，いずれインド独1:1の，妥当な憐怖をつくりだナて、あ

れう，としている。

:;r; 8市；土，：i符1tがィーリジjつレな'r'HikをLた土い 1 てい
るとこれである。こロバト：のf存｝，X:は二二つのJ'fG：＇.，｝からなりて

いる。（人JP{l:[l]{:T ／ヒの」 i';l,'ili，品（D)[14 イf化＇~htこ！十：！；ひっ

；，日！日！日！l，である。（ノ＼1 は，「r]ff{L｝古 in'ik:f.l：後，l~ こってく

る問題をゾラどり1：けてし、る。ずたわち，（1ltrしいi引：：

介三条の.i'.tlii可t..-・1・・, i(c/J:f 1二f「うべきか，わるL、；土従来のれれ

ーに引き抗さヤらせλか，（2Hnfr化に1ハて応：；；主せら

れ〆た？ヲののぷi,'r'?ri,(:;1f1}{J・化にf！，ろもilil'HillJ忍についてで

ある。（B)fJ!1十日’伝才、のj'if・J:lについての提案がq,,r：，，とな

っており，（1[1,J,r({J寸iの日ましいj友情と紅n,(2）人の主主
主とZ与え（：fii'(j.，おi；ひ＇'J)j",li関係，（4)[r]'i：＜；企業に主ifる

前会のVi:d千，例会ii~：. 主および財政トムの統；：：IJ. (1〕H1l日！作攻

策，（7)JJ~（什， マ ケッアィングおよびJlrn?.(s）不lj店， :Pl・

学的研究と発りに，の訪問］自についてふれでめるの

fHF：企奈の淫,r;；には，その運行；ft誌はに’1¥'1Jiをいれな

いで，白fitけをもたせたほうがよいとしている。また国

首企業の似持政策は，手1Jt主・ J只失をが［！みなくてよL、か＇r,(
かについて，｜人j外の'fJ：児を紹介した後， I冒’E：企業もその
投資にふさわしい収設を上げるべきで，その手lj潤を，;11/lli

i'i,行にふり［，＇， jけうれば理XLt的である。同汽企業に11lli格決

定を以J』11'L，まだと、変なチェックも力iiえうるよう ti:!fli'日lj

な機怖を戊置することが必誕だとしてし、る。

市9市；において，インドれ；介のろuた合，，，・／，：」＝J;!,'f'[ l}, 
iHw, ~L'l：，飢ji', ｛日じ険，多目（（］ ；＇ロジェクトにう）－： :J-C 

rtl 1T fl', Cil]i(I' iこ1J[tlfr刊でたIIユ〕すべきか尽かの制点力、ら

iiもど汁公JJIIえLU、る。この検，；Jのれ！；県， インドにおい

てノ7た／二人に 1:l11i川l「lff Iヒ会frなう二とl上司；11f古旨であ

り，立たす；：）.＜きではない， と 1-c'；論Lている。その日前j~

として，（1）インドは現在， 114；不足に悩んでおり，あら

ゆるものをt百川して新しヤ生凶を生みだしてL、かなけれ

ばならない。その時に民間イiづえをi十Hf化し，そのために

限られた資金をその補償に：＇：.mすぺきでなく，むしろ合

ーテー一一一一一一ー F街 評

主の：；：ir~iに rr,1けるべ主である。氏間部円に，小さな不正

や欠陥があったにしてt，同有化でなしより飲京な統
H討を加えれば足りるO （討すでに国有化されている工業や

公益＇Ii：業のf払吹からも，現布の行政機構では，さらに国

有化してその分野を拡げることは能ネを下げる。われわ

れが悶n/巳ずるのは，社会主義あるいは共産主義をイン

iごへ弓くためでなく，わが国がすでに開始した発展活動

へ必現な利減を与えるためであって，画一的な国有イヒ［土

禁止されるべきである，と述ぺている。

著？？ーはさらに進んで，国有化が明ましい場合と，不滴

''1な場合の原氏ljを定式化しようと試みる。まず，国有化

が望ましい場合としてつぎの同つの場合をあげている。

(1)[ 4民経済の立w日、ら，ある程度のJMJ，統合，調整が
必建tdt¥if, (2）特定柁業の再編成および近代化のため，

(.1) :,t/J'乍あるいは飢僅などの緊急時，（4）私的所，ff と，会~t

のキIJttとのfillのギャップが広がり，その調整ができなく

なっ穴場ifである。

:t た同fHヒが2Z・''1でないのは，つぎの四つの条件をみ

た主／／.）場介であるとしているの（l）回行化するj'Jliにi豆半民

のじリI~ をささ， r.r1：門家委只会の調査の結果その拘置が承

認されること。（2)Pl{Hヒの根拠が，国民一般およびその

ほ{ff[；の対象となる者にも説明せられていること。（3）同

有化にふみさる]Jfjに，悶はそれを運営する技術者を， n
• !,l:土もにNilえ訓練しておくこと，い）国有化によって，

m1引f，労働/j・，同氏一般に新たな負担をかけぬこと。
最後に， ff-1＇日了．業あるいはサーピス部門の運営のため

の一般的指示を与え，結んでいる。

m 

i持者の国有化に対する基本的理解は，国有化を一つの

経済政策としてとらえ，現代の資本主義を維持していく

ための国家の経済介入の最も栂端な場合として位置づけ

ている。［干if了化には限界があるという。インドの現状に

おいては，国1T化はその支払うべきばく大な補償額，国

有企業を述’討する人の不足などの点からもできるだけさ

け， l+1の限られた資iり；tを企業新設に向けるべきであると
いうり Plff企業（土，厳密に経済性，能不性のl－！.で、民間企

ごたmtw：よりもすく＇＇AVていることが証明されてはじめて存
右己J1¥!rtiをもっという。

ここに若干の基本的な問題点のみ指摘しておこう。

第1に，国有（ヒをたんに資本主義の欠陥を是工Fーする－

[ti誌として理解することは正しいであろうか。インドが

Mi之をかちえたとき，国有化により経済構造に京本的変
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草を加えうる可能性をも同時にも－，てレfこれへの十分た

評価が欠けてし、る。同じ国有・化でも，資本i義の発）Jt段
階ι・，c,？介、る国ザ：！、それそれその果たii't｝請は奥人

L、る。インドにおける帝国銀行，準備銀行，生命保険の

悶有化は，独立悶として通貨，伝用市iの把握の必要，農

村主仙の拡大，［Tlで貯蓄のfr'.!Jかっ安士r運用と十九 lI 

的をもっていたもので，それ自体”つの政策的役中1］古来

たしたことは事実である。その補償も支払われたし絞

j斉＇i,J'.';k体に立トLご，なλ1・，悦本的修！ ！，：り11えたi.（＇、と

み勾」二とはでき .！，；＇，、。その μ，苓者のILiff fヒ理解；tJ，し
い。しかし，もし［司有化が1948年当時，イン Fの石油，

ゴよ｜三，＂：＂ -r－，ジュート l；業の豹lJ{lj以上をJl日tにし

てし、之外国資山山lけられ「、たなら：，：， :11b~経｛行法！空

の観点からは，単なる政策以上の経済構造変革のな1広を

十ノJj＼二j＇って 1, －＇でにずであ：： 著者は いHHヒの1ペモ
の仁.－， i:f誇造%：；＇！＇，－ 、の積祁／iJ，立味をお｛i:iiる視角じう；；T

ていなかったであろうか。若者は，外資導入がインドの

経i斉li，； 任に必~；（／：＇とし，そ J，妨げとなプ？仁うなi事fi{lノ攻

策lj，はじめカ： l'l'H定条千l:i:Iii I示せよ＇： i：援する／：（？で

あった。

~1 ：に，国千了子、 fが，収益ド｜，経済十'l'f＂：おし、て l ぞ！／ 'ii全

業i 二五されば，－＇~－ ：－＇）存在王1:1i :1 ,/lりとす〆：Jリ土お方、I.t；＿議

論である。それは，固有企業成立の具体的いきさつか「》

みit/f日IJらかfょに行に， 1t>t了くとも1948年声明発：炎、I＼時

をJム C.1えると， 11.ri：に新設Jj古任をもk I. ！：＇た六つ c'• 日；礎

産業中，鉄鋼ーっとってみても，戦後の鉄鋼業の利潤低

下が著ししかっ機械設備の輸入価格がli¥1<111］の約4倍近

くに，:'11l議して行，， 当時 I!S(0, TI丸、りなどのl( 1：＼：企

業は設備更新の投資すら十分に行ないえなかったといわ

れる（造船，.£＇炭業についても類似の符長をもっ）。新

設山口仕業が，＇.二に手 I］潤t;:t~ , fることυR難なこ山川、
うまでもないο また国家の独占とされた市需，Ii，，鉄道，

原子力エネルギ｝などは，手l]j閏の見込みがなし、ようなも

のごふ、た。二j 「J基礎11?:'1い土，自立ri'Ji.J民経済ぜい立の

必要から，国家がその開発を引き受けたものであ J て，

収益が目的でゅはかったυ むしろ，収益性が｛氏く，ばく

大山つf白険な没，i乞要す－＜， ＇こけJ；に，日li¥i資本がま（之氏 iた
がらぬ部門でもあったのである。後：.：，経済状勢がム、化

し，民間資本蓄積も進むと，悶有企業の範囲下にあり，

え何十i；と感ずるようになリた民間資本が，国有企業の民

間解放ないしは縮小を要求し，その子1」要な根拠のー，つに

いI11企業。）.）!fit率，非符ifii'-tをあげ：＇.1. 著者i上特定部

門のl司有企業l土必要だとする，しかしいl時に収益性と経

済性を要求するれ著者の議論は，具体的状況をふまえて

Lイ》ft.＇、とおかしなこ計になりはし l:i. ＇，、だろう乃ミ
もちろん，問有企業が／νース守な経討をして1::ic，、はずは

なく，できうれば著者のいうように，キI］／間をあげ、，それ

を！日，発資金にい！しうれlにまさに公共海門を・iI とする

1・.1 :iι的国it経済の逮jえがより現実的／正問題とたりえょ
っ。

以後に本,I：合通じて‘ ',v,= i'rの国／Iii：ないしい［｛｛企業に

けする分析iにその機iil:r/Jかつれ件r/J fl!II 1却しり九とらえ

て，構造的にはとらえられていなし＇，＼~：に難があるといえ

! .-. ＂著 tf'tt, I経済の dカニズ ！， ））みに関心があるJ

土L うれそJlんら， i主J:,CUパ定， ア’l ーチのfj ）） も改詳

の余地があると思われるのつまり，悶有企業と民間企業

の（，，業形完与の比較が中4亡、il',J題とな乃のでなく， 1ru1;;経済
~ 1: ける之、 II、；？［；門の｛i'!ii'i；け（公JU¥i＼門の拡大ill司氏経

済の，，，むどう U、う立味をも J pてくるのか）が，明らかに

ぎi！.る必要があったであろう。それにもかか;I-)（）ず， :r,:
/,-!J: rイL ：－し’）将来はIEl iiイヒの将来J土不可分むふるjと
述べてし、るごとく，本若手が，国有・国営化問題を選んだ

士とは正Iく，かっ時宜をえたこ土であり，数少ないパ

fイニア・ 7←クとし亡＂ f｛闘したいI また著首がuこ第
8常に述べているプラグマティックな提案は考慮に値す

るものと思う α

/1者i土， Eえ二過去zoqli¥Hこ公：j'IJ,'<hf:.こ政府ii]h吻， 非

公式資料などを豊富に使用しており，できるだけ問題に

対する賛存両論を紹介し，諸外国の例も参照するなど，

,:,; ii¥l約かっ’iム：i的な分析を意図しU ることが芥l如こう

かがわれ，これが本寺の特徴であると思われる。かれが

「J1I!論l¥';J執無用lを話I］題にしてし、るように，できるだけ

存同的，見、一定軟な乃えかをし上っとしてし ιう点から

ι結論にlt似穂、す／ .＿＼ぷも多v¥,にだ，国frfLIJ，，ど
んなときに行なわれることが望ましく，またはそうでな

りか， ：： ，，うことt:.Uとはな〈， どのような11.'J'に固有
w，ぺ行なわれ，またいれなわれず他山施策にむきかえら
れたかという歴史的事実をみることのほうが大切ではな

かJコljι低率の＼1ハ lた部P'J(l'iに製Yiin郊門）に，氏 L‘fころうか〈

間資本が開放主要求してくる。インド＜；t特に第三Jに5 （調査研究以南ア乙ア訴査室 大j/j 秘）

カ年計画の半ば以降，その傾向が著しい。

!) ' ＜て，悶fi Iヒはもちんん「新設」へ：＇ I規制jJi', ii/さ
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